
 

 

 

 

 

 

 

第 ７ 章    広 報 活 動   
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  労働委員会は、労働組合又は労働者個人と使用者との間に生じた労働関係のトラブ

ルを迅速に解決し、労使関係の安定を図る行政機関であることを、広く県民の皆さん

に知っていただく広報活動を行っています。 

 

 

１ 労働相談週間の実施 

  平日の日中では相談できない方のために、２月と10月に「労働相談週間」として、

 平日の受付時間を延長し、土曜・日曜にも相談を受け付けました。 

                      

期      間 ２月３日(土)～２月９日(金) 10月５日(土)～10月11日(金) 

時      間 
平日    8:30～19:00 

土曜・日曜 9:00～17:00 

平日    8:30～19:00 

土曜・日曜 9:00～17:00 

場      所 宮崎県労働委員会事務局内 

相 談 方 法  電話､面談､ＦＡＸ､インターネット 

対   応   者 事務局職員、委員 

期間中の相談件数 21件 17件 

 うち平日夜間 ２件 １件 

うち土日 ４件 ４件 

（注）「平日夜間」は、平日17:00～19:00に相談を受け付けた件数 

 

 

２ 委員による労働相談会の実施 

  新たな取組として、４月を除く偶数月（２月・６月・８月・10月・12月）に、委員

による労働相談会を行いました。 

  令和６年は、３件の相談を受け付けました。 
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３ ホームページでの情報提供等 

  労働相談の受付状況を見ると、労働委員会の認知方法では「ホームページ」の割合

 が最も高くなっています。このため、ホームページの内容をより見やすく分かりやす

 い内容に更新するとともに、最新情報の掲載（随時更新）及び毎月のアクセス件数の

 把握に努めました。 

 

労働委員会の認知方法推移 

                                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（宮崎県ホームページ） 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
ホームページ 37.9 39.7 43.1 54.9 55.7 50.8 43.9
他機関からの紹介 15.1 12.9 13.5 12.6 10.1 12.6 14.3
労委を既知 4.6 4.2 4.8 4.8 5.9 4.1 1.9
知人からの紹介 5.2 3.8 4.8 5.4 3.0 3.4 4.4
パンフレット類 7.4 5.4 5.8 2.8 2.6 2.3 1.9
テレビ 4.1 5.0 2.6 2.2 6.6 2.0 3.7
ラジオ 3.7 2.2 3.8 1.2 1.3 0.7 1.9
電話帳 7.9 5.8 1.0 1.4 0.9 0 0.3
その他 0 0.6 1.6 1.4 0.6 0.5 1.6
市町村の広報誌 1.5 1.2 1.4 1.6 0.7 0.5 1.2
ポスター 1.2 0.2 0.2 0.3 0 0.2 0
新聞 1.5 1.6 3.0 0.9 0.9 1.8 1.2
不明 9.9 17.1 14.3 10.5 11.6 21.2 23.7

100 100 100 100 100 100 100

(%)
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４ 各種媒体による広報活動 

  10月の「個別労働関係紛争処理制度周知月間」や、２月及び10月の「労働相談週

間」を中心に、テレビやラジオ、新聞、県や市町村が発行する広報誌など、様々な 

媒体を活用して広報活動を行いました。 

    ・ テレビ：ＭＲＴ｢おしえて！みやざき｣、ＵＭＫ｢みやざきゲンキＴＶ｣ 

  ・ ラジオ：ＭＲＴ「おはよう県庁です」、エフエム宮崎「Todayみやざき」 

  ・ 新 聞：各紙「県政けいじばん」 

  ・ 広報誌：各市町村広報誌 

  ・ ＳＮＳ：「宮崎県広報」、「県雇用労働政策課」Facebook、Ｘ、 

LINE公式アカウント 

 

 

５ 出前講座 

  県民、各種団体等からの依頼に応じて「職場でトラブルに遭わないために」等をテ

 ーマとした出前講座を実施し、注意すべき労働法令の解説や、労働委員会制度のＰＲ

 等を行いました。 

 

出前講座の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務局職員による講義） 
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６ 関係機関等との連携 

  関係機関等に対し、ポスター等の啓発資料を配付することで、本県労働委員会の認

 知度向上に努めました。 

  また、労働相談件数の業種別割合において「医療・福祉」が最も多くなっているこ

 とから、医療・福祉関係団体構成員へ啓発資料の配付や、労働相談会の情報提供を行

 う等、相談しやすい環境づくりを行いました。 

  さらに、商工労政主管課や自殺対策主管課等、県庁内の関係各課にも労働委員会制

 度の周知協力を求め、連携の強化に努めました。 

 

ポスター 
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リーフレット 
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労働委員会ＰＲ用チラシ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働相談会啓発用チラシ（10月労働相談週間） 
 

 


